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第４章 建築行為等の制限

Ⅰ 開発許可を受けた開発区域内の土地における工事の完了公告前の建築行為等の制限（法第

３７条）

１ 制限の趣旨

法第３７条は、開発許可を受けた開発区域内の土地において、工事完了の公告があるまで

は、原則として建築物の建築又は特定工作物の建設を禁止することによって、開発行為が許

可どおりに行われることを担保し、スプロールの弊害を防止しようとする趣旨の規定である。

なお、ここで特定工作物を建設するとは、その全体を完成することに限られず、例えば、

ゴルフ場でクラブハウスを建築する等の特定工作物がその目的に沿った使用ができるように

することをいう。

２ 法第３７条の制限を受けない建築行為等

法第３７条ただし書きにより、次のいずれかに該当する場合は、制限を受けないこととな

っている。

(1) 当該開発行為に関する工事用の仮設建築物又は特定工作物を建築し、又は建設するとき、

その他知事等が支障がないと認めたとき（法第３７条第１号）

「その他知事等が支障がないと認めたとき」とは、次のような場合である。

① 汚水処理施設、公園、官公署、地区センター等の公共施設又は公益的施設を先行的に

建設する場合

② 既存の建築物等を開発区域内に移転し改築する場合

③ 自己の居住用又は自己の業務用の開発行為で、予定建築物の建築工事と宅地の造成工

事を切り離して施工することが不適当と認められる場合

④ 第二種特定工作物に係る開発許可に際しては、当該開発行為と第二種特定工作物の建

設を一体的に行うことが合理的と認められる場合

なお、ただし書きの承認を申請する時には、やむを得ない旨の理由書を添付する必要が

ある。

また、法第３７条ただし書きにより、工事完了前に建築物が建築されると、開発行為の

本来の目的が達成されることとなることから、開発行為の完了手続きがなされないケース

が考えられる。これを防止するため、開発行為に関する工事の完了検査の検査済証が発行

された後、建築基準法の完了検査の検査済証を発行するよう、特定行政庁と連携するなど

の措置を講じることとしている。

(2) 法第３３条第１項第１４号に規定する同意をしていない者が、その権利の行使として建

築物を建築し、又は特定工作物を建設するとき（法第３７条第２号）

開発行為に関する工事の妨げとなる権利を有する者で、開発行為に関する同意をしてい

ない者は、当然に建築物を建築する権利があるが、そのための宅地造成工事を伴う場合で

開発許可が必要な場合は、この敷地を当該開発区域からはずし、改めてこの敷地について

の開発許可が必要となる。

第４章 建築行為等の制限
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Ⅱ 開発許可における建築物の形態制限（法第４１条）

１ 制限の趣旨

法第４１条は、用途地域の定められていない土地の区域で開発許可があった開発区域内の

土地において建築される建築物について、都市計画の適正な実現が図られるよう、開発行為

の規模、目的、周辺の地域の関係等に照らして、敷地、構造及び設備に関する制限を定める

ことができる旨の規定である。

２ 制限の内容（法第４１条第１項）

法第４１条の制限は、当該開発区域の規模、目的、周辺の地域との関係等に照らして、適

用される用途地域を想定した上で、次の項目について制限を定めることができる。

また、これらの制限については、開発登録簿に登録することによって一般に周知している。

(1) 建築物の建ぺい率

(2) 建築物の高さ

(3) 壁面の位置

(4) その他建築物の敷地、構造及び設備に関する制限（容積率等）

３ 制限の効力及び例外許可（法第４１条第２項）

これらの制限に違反して建築物を建築してはならない。

ただし、知事等が当該区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障がないと認め、

又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合は、これらの制限を受けずに建築することが

できる。

この許可の運用については、建築基準法に規定するこれらの制限の例外許可等の運用に準

ずる取扱いを基準とする。

建築基準法第５２条、第５３条、第５５条に規定する制限の例外許可等に係る建築物

１ 建築基準法第５２条第１４項による容積率の制限の例外許可に係る建築物

(1) 同一敷地内の建築物の機械室その他これに類する部分の床面積の合計の建築物の延べ面

積に対する割合が著しく大きい場合におけるその敷地内の建築物

(2) その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物

２ 建築基準法第５３条第３項第２号による建ぺい率の制限の緩和に係る建築物

街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で特定行政庁が指定するもの（徳島県建築基

準法施行細則第１０条で指定している。）の内にある建築物

３ 建築基準法第５３条第５項第３号による建ぺい率の制限の例外許可に係る建築物

公園、広場、道路、川その他これらに類するものの内にある建築物で特定行政庁が安全

上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許可したもの

４ 建築基準法第５５条第３項による第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域に

おける建築物の高さの限度の例外許可に係る建築物

(1) その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物であって、低層住

宅に係る良好な住居の環境を害するおそれがないと認めて特定行政庁が許可したもの

(2) 学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認めて特定行政庁が許

可したもの

第４章 建築行為等の制限
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Ⅲ 開発許可を受けた土地における予定建築物以外の建築等の制限（法第４２条）

１ 制限の趣旨

開発区域内に予定建築物等以外の建築物又は特定工作物が無制限に建築し又は建設される

こととなれば、本制度による規制の効果は著しく失われることになるため、開発許可を受け

た開発区域内において行われる新築、改築又は用途の変更について制限が行われている。

２ 例外許可（法第４２条第１項ただし書き）

例外許可の対象となるのは、次のいずれかに該当する場合である。

(1) 法第３４条第１号から第１４号に該当するものとして個別に許可を受けた土地にあって

は、次に該当する建築物である場合

① 法第２９条第１項第２号又は第３号に規定する建築物

② 法第４３条第１項第１号から第３号まで又は第５号に該当する建築物

③ 法第３４条第１号から第１２号までに規定する建築物等で、その用途と法第３３条第

１項第２号、第３号及び第４号に規定する基準とを勘案して支障がないと認められ、か

つ、当該区域に法第４１条第１項に基づく制限を定めるに際して用途地域を想定した場

合は、その用途がこれに適合するか、又は、建築基準法第４８条の規定に準じて例外許

可ができると認められる建築物

(2) 大規模開発（旧法第３４条第１０号イ）の許可を受けた土地は、既に市街地を形成して

いるか、又は近い将来に市街地となろうとするいわば市街化区域と同様であると考えられ

るので、申請に係る建築物が次のすべてに該当する場合

① 当該区域に想定された用途地域の制限に適合するか、又は、建築基準法の規定により

例外許可を受けられると認められた建築物であること。

② 申請にかかる建築物等が、法第３３条第１項第２号、第３号及び第４号の規定に適合

すること。

(3) 既存宅地の確認等を受けた土地における用途変更で取扱基準に該当する場合（１１５ペ

ージを参照）

(4) 条例宅地又は大規模既存集落の開発許可を受けた住宅団地における用途変更の場合

第一種低層住居専用地域に建築することができ、かつ、法第２９条第１項第３号に規定

する建築物又は法第３４条第１号運用基準に該当する社会福祉施設及び医療施設であるこ

と。ただし、地元自治会等の同意を得られたものに限る。

※住宅と兼用住宅の相互間の変更について

条例宅地、大規模既存集落で開発許可又は建築許可を受けた土地に限り、住宅（大規

模既存集落で許可を受けた土地の場合は長屋を除く。）と第一種低層住居専用地域に建

築することができる兼用住宅の相互間の変更は、都市計画法上用途変更に該当しないも

のとして適合証明で取り扱っている。

(5) 大規模開発（旧法第３４条第１０号イ）等の開発許可を受けた土地で、次の①から⑤に

該当する場合



- 110 -

第４章 建築行為等の制限

① 次のいずれかに該当する住宅団地であること。

ア 大規模開発（旧法第３４条第１０号イ）によるもの

イ 条例宅地の開発によるもの

ウ 大規模既存集落の開発によるもの

② 幅員９メートル以上の国道又は県道に接する土地であること。

③ 変更後の用途は、法第３４条第１号の許可対象となる日用品販売店又は飲食店（併用

住宅も可。）であること。

④ 法第３４条第１号の運用基準のうち、(1)対象用途及び(2)立地基準以外の基準に適合

すること。

⑤ 土地利用上支障がないことについて、地元自治会等の同意が得られていること。

(6) 遊休未利用地の開発許可を受けた住宅団地で、次の①又は②に該当する場合

① 変更後の用途が、共同住宅であること。

・ 原則として２以上の居住室並びに炊事室、便所及び浴室を有し独立した生活を営む

ことができるものであること。

・ 階数は、３階以下であること。

・ 周辺の土地利用現況等から環境を害するおそれがないと認められるものであるこ

と。

② 変更後の用途が、第一種低層住居専用地域に建築できる兼用住宅であること。

（手続きについては、「２例外許可（４）※住宅と兼用住宅の相互間の変更について」

を準用する。）

３ 国が行う行為の制限（法第４２条第２項）

国が行う行為については、当該国の機関と開発許可権者との協議が成立することでもって、

当該許可があったものとみなされる。協議については、原則として例外許可の基準が適用さ

れる。

なお、都道府県等が行う行為については、法第４２条第２項の協議は適用されない。

【国とみなされる団体】

国立大学法人、(独)空港周辺整備機構、(独)国立高等専門学校機構、(独)鉄道建設・運

輸施設整備支援機構、(独)都市再生機構、国立研究開発法人森林総合研究所
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Ⅳ 市街化調整区域における建築等の制限（法第４３条）

１ 制限の趣旨

市街化調整区域のうち、開発許可を受けた開発区域以外の区域で行われる建築物の新築、

改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設について法第２９条と同様の趣旨から

制限を行うものであり、開発行為を要することなく行われる建築行為等を許可の対象行為と

して規制しようとするものである。

２ 制限を受けない建築行為等

(1) 法第２９条第１項第２号に規定する農林漁業用施設及び農林漁業者住宅の新築、改築若

しくは用途変更

(2) 法第２９条第１項第３号に規定する公益上必要な建築物の新築、改築若しくは用途変更

(3) 都市計画事業の施行として行う建築物の新築、改築若しくは用途変更又は第一種特定工

作物の新設

(4) 非常災害のため必要な応急措置として行う建築物の新築、改築若しくは用途変更又は第

一種特定工作物の新設

(5) 仮設建築物の新築

令第２２条第１号と同様に、一時的に使用するための工事用仮設建築物や住宅展示場は

適用除外とされている。

(6) 次の開発行為が行われた土地の区域内において行う建築物の新築、改築若しくは用途変

更又は第一種特定工作物の新設

① 法第２９条第１項第４号から第９号までに掲げる開発行為

② 旧住宅地造成事業に関する法律第４条の認可を受けた住宅地造成事業の施行として行

う開発行為

(7) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で次のもの

① 既存の建築物の敷地内において行う車庫、物置等の附属建築物の建築

② 建築物の改築又は用途の変更で当該改築又は用途の変更に係る床面積の合計が１０㎡

以内であるもの

③ 主として当該建築物の周辺の市街化調整区域内に居住している者の日常生活のため必

要な物品の販売、加工、修理等の業務を営む店舗、事業場等の建築物で、その延べ面積

が５０㎡以内のもの（これらの業務の用に供する部分の延べ面積が全体の延べ面積の５

０％以上のものに限る。）の新築で、当該市街化調整区域内に居住している者が自ら当

該業務を営むために行うもの

④ 土木事業その他の事業に一時的に使用するための第一種特定工作物の新設
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３ 許可の基準（令第３６条）

(1) 敷地に関する基準

① 排水施設が降水量、敷地の規模・形状、地盤の性質、敷地の周辺の状況、放流先の状

況、当該建築物又は第一種特定工作物の用途を勘案して、敷地内の下水を有効に排出す

るとともに、その排出によって当該敷地及び周辺の地域に出水等による被害が生じない

ような構造及び能力で適当に配置されていること。

② 地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、当該土地について、地

盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられていること。

（用途変更の場合は適用されない。）

(2) 地区計画等の区域内における建築物等の用途の基準

地区整備計画又は集落地区整備計画が定められた地区計画又は集落地区計画の区域内に

おいては、申請に係る建築物又は第一種特定工作物の用途が当該地区計画又は集落地区計

画に定められた内容に適合していること。

(3) 建築物等の基準

① 法第３４条第１号から第１０号までに規定する建築物又は第一種特定工作物

② 法第３４条第１１号の条例宅地の基準に該当する建築物又は第一種特定工作物

③ 法第３４条第１２号の基準に該当する建築物（条例第６条第１号に掲げる土地の区域

内における、都市計画法施行条例第９条に規定する建築物で、各号の基準に該当するも

の。）

条例 項目 基準

第９条 条例第８条に規定する 開発許可に関する各項の基準に同じ。

第１号 目的に係る建築物

第９条 相当期間適法に利用さ １．その敷地が、特定活断層調査区域内の土地又は津波災害特別

第２号 れた後、やむを得ない 警戒区域内の土地を含まないこと。

事情により規則で定め ２．適法に建築され、かつ、適法に利用されたこと。

る用途の変更を行う建 ３．建築後五年以上経過していること。ただし、次号イに該当す

築物 る場合は、この限りでない。

４．従前の所有者が次に掲げる場合のいずれかに該当するため、

その所有者を変更するものであること。

イ．経営状況の悪化等による支払不能又は債務超過に至つた場

合

ロ．加齢により事業を継続することが不可能となつた場合

５．その用途の変更が、従前の建築物を有効に利用するものであ

ること。ただし、利用形態上やむを得ず改築等を行う場合にあ

つては、当該改築等の後における延べ面積が従前の建築物の一

・五倍以内であり、かつ、敷地の拡大を伴わないものであるこ

と。

６．変更後の用途が工場、作業所、遊技場、冠婚葬祭場その他の

敷地の周辺に相当の影響を及ぼすおそれのあるもの（建築基準

法の規定により第二種中高層住居専用地域内において建築する

ことが可能であるものを除く。）である場合にあつては、当該用

途の変更を行うことについて市町長等の同意を得ていること。
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別表

従前の用途 変更後の用途

一戸建ての住宅（所有者に係る属 一戸建ての住宅（所有者に係る属人的な要素のないものに限る。）

人的な要素のあるものに限る。）

共同住宅又は寄宿舎 長屋

遊技場又は冠婚葬祭場 一戸建ての住宅、共同住宅、寄宿舎及び長屋以外の建築物（接待

飲食等営業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和二十三年法律第百二十二号）第二条第四項に規定する接待

飲食等営業をいう。以下同じ。）又は性風俗関連特殊営業（同条第

五項に規定する性風俗関連特殊営業をいう。以下同じ。）の用に供

する建築物、火薬類製造工場等（建築基準法別表第二 項第一号

(

る)

に規定する工場をいう。以下同じ。）及び危険物貯蔵施設等（同項

第二号に規定する危険物の貯蔵又は処理に供する建築物をいう。

以下同じ。）を除く。）

その他の建築物 一戸建ての住宅、共同住宅、寄宿舎、長屋、遊技場及び冠婚葬祭

場以外の建築物（接待飲食等営業又は性風俗関連特殊営業の用に

供する建築物、火薬類製造工場等及び危険物貯蔵施設等を除く。）

④ 法第３４条第１３号に規定する者が同号に規定する土地において同号に規定する目的
で当該都市計画の決定又は変更の日から起算して５年内に建築し、又は建設する建築物
又は第一種特定工作物

⑤ 周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内におい
て建築し、又は建設することが困難若しくは著しく不適当と認められる建築物又は第一
種特定工作物で、知事等があらかじめ開発審査会の議を経たもの

番号 項 目 運 用 事 項 留 意 点 備 考

１ 開発許可1～26に 開発許可に関する各項の運用基準に同

～ 該当する建物の建 じ。

２６ 築 なお，開発区域を建築物の敷地と読み替

えるものとする。

２７ 適法に建築された １．自己の居住の用に供する住宅であるこ

住宅の敷地内にお と。

ける世帯構成員の ２．建築されている住宅の敷地の拡大を伴

建築行為 わないものであること。

３．建築物の敷地が，都市計画法施行条例 ３．令和９年４月１

第６条第１号に掲げる土地の区域内であ 日から適用する。

ること。 ただし，令和４年

３月３１日以前か

ら計画しているも

のに限る。
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２８ 療養病床を有する １．変更後の用途が養護老人ホーム，特別 ・ 所管課に確

既存の医療施設か 養護老人ホーム，ケアハウス等の社会福 認がとれた

ら養護老人ホー 祉施設の場合は，番号１２における運用 ものである

ム，特別養護老人 事項１．から３．までに該当するもので こと。

ホーム，ケアハウ あること。

ス等の社会福祉施 ２．変更後の用途が介護老人保健施設の場

設，介護老人保健 合は、番号１３における運用事項１．か

施設又は有料老人 ら３．までに該当するものであること。

ホームへの用途変 ３．変更後の用途が有料老人ホームの場合

更 は，番号１４－１または１４－２におけ

る運用事項１．から５．まで及び７．に

該当するものであること。

４．建築物の敷地が，都市計画法施行条例 ４．令和９年４月１

第６条第１号に掲げる土地の区域内であ 日から適用する。

ること。 ただし，令和４年

３月３１日以前か

ら計画しているも

のに限る。

４ 国又は都道府県等の建築行為の特例（法第４３条第３項）

国又は都道府県等（法第３４条の２の「都道府県等」と同じ。）が行う建築等については、

開発行為の場合と同様に、当該国の機関又は都道府県等と知事等（許可権者）との協議が成

立することをもって、法第４３条第１項の建築許可があったものとみなされる。

【国又は都道府県等とみなされる団体】

(独)空港周辺整備機構、(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構、(独)都市再生機構、徳

島県住宅供給公社、日本下水道事業団
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５ 既存宅地の確認等を受けた土地の取扱

平成１２年の都市計画法の改正により既存宅地制度が廃止されたが、制度の廃止前に既存

宅地の確認を受けて建築した建築物の増改築等や制度の廃止前に既存宅地の開発許可を受け

た土地の開発完了後の用途変更についての取扱いは、次表による。

内 容 手 続 地元自治会 備 考

等の同意

同一用途の増改築 手続不要

既け

存て

宅建 建築物の所有者の変更 手続不要

地築

のし

確た ※１ 法第29条第1項第2号又は3号

認建 用途変更 適合証明
※１

に該当する場合。

を築 又は ※２ 令第36条第1項第3号のいず

受物 43条許可※２ れかに該当する場合に限り、許可

の対象。

※３ 団地内に自治会等がない場

既土 住宅団地内での Ａ 42条許可 必要※３ 合は不要。また、第一種低層住居

存地 用途変更 専用地域内に建築することができ

宅の る建築物の場合も不要。

地開

の発 Ａ以外 不可

開完

発了

許後 Ｂ 42条許可※４ ※４ 許可を受けるには開発審査

可の 住宅団地以外の 会への付議が必要。ただし、法第3

を用 団地内での用途 Ｂ以外 42条許可※４ 必要 4条第1号から12号のいずれかに該

受途 変更 当するものとして許可を受ける場

け変 合は、開発審査会への付議は不要。

た更

※５ 建築基準法別表第２（に）

Ａ※５ 42条許可 必要
※6 項第７号の規定は不適用。

共同住宅の部分 ※６ 共同住宅の管理者の同意が

的な用途変更 必要。

Ａ以外 不可

内容欄の記号

Ａ：第二種中高層住居専用地域内に建築することができる建築物

Ｂ：第一種住居地域内に建築することができる建築物


